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要　約

　 1990年代まで の 凵本 の 情報政策は
， 経済産業省 （旧通商産業省）に よる情報産業政策が中心

とな っ て きた。 しか し，2001 年の 中央省庁再編以 降、情報政策 の 目的や手法 は 大 き く変わ りつ

つ ある。

　 目本の 情報政策の 変遷 に つ い て ，本稿で は ，  第 1期 （1954 −1968 年） ：情報産業政策の 形

成期，  第2期 （1969 −1981年） ；情報政策の
「通産省モ デル 」 確立期，  第3期 （1982−1992

年） ： 日米 通商摩擦下で の 国家プ ロ ジ ェ ク ト遂 行期，  第4期 （1993 −2000 年） ： 「通産省 モ

デル 」 崩壊に 伴 う政策転換期，  第 5期 （2001 年以降） ：情報政策に お ける省庁間連携 モ デル

構築期 ，
の 5つ の 時期 に 区分す る こ とを提案す る 。

　政策立案 ・実施の 主体で ある経済産業省 は
， 政策の 目的や実施内容の変遷 とい う視点か ら，

1960年代以降を 4 つ の 時期に 分 けて い る 。 しか し，政策 の 立案 ・実施 だ けで な く評価 まで を視

野 に 入 れ た情報政策史を記述 ・分析す る た め に は
， 官庁の 情報政策担当者 の 視点だ け で な く 、

官庁の 外部 で 政策形成 に影響 を与 えた者や 実施され た政策の 影響 を受 けた者の 視点 も含め る 必

要があ るだ ろ う。

　 そ こ で ，本稿で は 主 に経済産業省 と情報産業 との相互作用 とい う視点か ら情報政策史を整理

する こ とで ， h記の 5 つ の 時代区分 の 妥当性と有用性を論 じた 。
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Abstract

  In this paper, I discuss the  peried division of  the history of  information policy by mainly

METI  <Ministry of  Economy,  Trade and  Industry) in Japan. I propose  to divide 5 periods

since  1954  from  the  viewpoint  of  the interaction between  METI  and  information

technology  industry, not  from the viewpoint  of  policy maker'  s vision.  In the result,  we

can  figure out  the gaps between  the policy object  and  the achievement.
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1．は じめに

　2001 年 1月6凵，国家行政法 の 改正に ともない
，

中央省庁は それ ま で の 1府22 省庁か ら 1府 12省

庁へ と再編され た。 これを契機 として ， 円本の 情

報政策 もまた大 き く転換 しつ つ あ る。

　日本 の情報政策は
， 経済産業省 の 前身で あ る通

商産業省が 中心 とな っ て 1960年代以降，情報産

業の発展 と情報技術 （以下，IT）の 開発を推進 し

て きた歴史をもつ 。第二 次世界大戦後 ， 円米欧の

各国は い っ せ い に国産 コ ン ピ ュ
ー

タ産業の 育成に

乗 り出 した。 しか し今 日，
パ ソ コ ン か らス ーパ ー

コ ン ピ ュ
ー

タ まで の 開発 ・製造を続け て い る の は

米国 以外で は 日本 し か 残 らな か っ た と い う事実を

みて も， 通商産業省の 過去の コ ン ピ ュ
ータ産業政

策に対 し
一
淀 の 評仙を与えるべ きだろ う。そ の 反

面，目標倒れ に終わ っ た政策 も少 な くな い 。最 も

成果 を上げた ように見える ハ
ードウ ェ アで さえ，

当初 目標 とされ た 自動車に続 く輸出産業 と は なら

ず，結果 と して米国 へ の キ ャ ッ チ ア ッ プ も実現 し

なか っ た。ソ フ トウ ェ ア に至 っ て は ほ とん ど成 果

を上 げ られ なか っ た とい うの が ，歴代政策担当者

や産業界 の 共通 認識 とな りつ つ ある 。

　1960 年代か ら70 年代 に か けて の情報政策 は
，

日本 の 開発主義的な産業政策 の
一環 と位置づ け る

こ とが で き，強力な官民連携に よっ て 情報産業の

育成に 重点を置 い た も の だっ た。こ の コ ン ピ ュ
ー

タ産業政策 は ， 驚 くべ き成功例 とし て 海外か ら

「通産省 モ デル 」 と呼ばれ注 目を集め た。しか し，

同モ デル は
， H 米通商摩擦が 激 し くな っ た 1980

年代 に そ の効力 を失 っ て い き，米国主導に よ る イ

ン ターネ ッ トの 普及が 始 まっ た 1990 年代に は 完

全に機能不全 に陥っ た。

　2001 年の 中央省庁再編 に よ っ て ， 国の 情報政

策は，通商産業省を中心 に立案 ・実施 された 時代

が終 り，内閣府を中心 とする各省庁連携の 時代 へ

と変化 しつ つ ある 。 経済産業省にお い て も，産 業

振興か ら経済制度の 設計 へ と政策の 重点が 移行 し

学術論文
一
情報政策史の 時代区分 に 関す る提案

て い る 。 また，相対 的 にウ エ イ トが低 くな っ た産

業政策で さえ，従来の ハ ードウ ェ アや ソ フ トウ ェ

ア か ら コ ン テ ン ツ へ と対象が拡大 しつ つ ある。政

策課題 ， 政策立案 ・実行体制 ともに人 きな転換期

を迎えた現在，凵本は伝統的に 官僚組織が備えて

い る先取 り的な発想で ，
セ キ ュ リテ ィ対策や個人

情報保護 な どグ ロ ーバ ル な情報社会 に不可欠な政

策課題に
， 省庁間 の セ ク シ ョ ナ リズム 解消を め ざ

す連携体制で 取 り組 もうと して い る。

　しか し，そ もそ も情報政 策の 立案 ・実施が い つ

まで も官主導で い い の か
， 情報政策 に お け る国 と

地方 また は官 と民の 役割分担 は ど うあ るべ きか ，

情報政策の 中心的存在だ っ た 経済産業省の 役割は

どの よ うに 変え て い くべ きか，情報政策の 評価 を

どの よ うに測定する か
，

とい っ た情報政策に 関わ

る根本的問題に つ い て の 議論を ます ます深め る必

要性が 高 まっ て い る の で は なか ろ うか 。 また，こ

うした議論の前提 として ，日本 の情報政策 の 変遷

を整理 ・分析す る こ とは不可欠な作業で あ る とい

えよ う。

　に もかか わ らず，こ の よ うな問題意識か ら 日木

の 情報政策史を正面か ら論 じた研究 は こ れ まで ほ

とん ど見 当た らなか っ た。そ こ で ，本稿は 今後の

情報政策 に関す るさ まざまな議論に 資す る こ とを

目的 として ，過 去 の情報政策の 変遷の 整理 と分析

を行 うもの とする。

　は じめに，情報政策の 定義お よび情報政 策史を

分析する視点を述べ る。そして ，日本の情報政策

を 5 っ の 時期に 区分する こ とを提案 し， そ の 妥当

性 と有用性を示 す つ も りで あ る 。

　な お
， 情報政策の歴史事実の 調査 に あ た っ て は

，

文献資料だ け で な く，経済産業省の 情報政 策担当

経験者お よび政策過程 に影響 を与えた企業人へ の

聞 き取 り調査 も行 い 参考 とした。と くに，本論文

で 提案 して い る時代区分 に つ い て は，イ ン タビ ュ

ー調査を重視 し
「政策が大 き く転換 した 」 とい う

証言が複数得 られ たか どうか を判断材料 とした。
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2．
「

情報政策」 の 定義 と情報政策史の分析視点

2，1　 「情報政策」 の 定義

　情報政策の定義 に っ い て ， 中村円は 『情報学事

典』 （弘文堂，2002年）で 「情報政策の 定義は確

立 して い な い
。

1974 年に UNESCO が 『情報政策

の 目標 』 を発表 したが，定義が不明確だ っ た 。 通

信政策 ， 情報通信政策，情報化政策，情報基盤政

策，情報産業政 策，情報管理政 策な どが含 まれ る」

と解説 して い る。

　堀部政男 （1985）は，
「
情報政 策 とは，国また

は 地方公 共団体の機 関等が
， 社内的に ，例え ば

OA シ ス テ ム 化等に よ り，情報 自由化 ・情報保護

化 ・情報高度化等を図 る こ とを明確 にす るばか り

で な く， 国際的 ・全国的 ・地域的 に，た とえば清

報 シ ス テ ム ・情報公 開 ・プライバ シ
ー

保 護 ・広報

公 聴等 に よ り，情報自由化 ・情報保護化 ・情報高

度化を進め る こ とも明 らか にす る基本的な方針で

ある 」 と述べ て い る。

　
一

方，電気通信政策総合研究所が 1991年 3 月

に発行 した
『
わが 国に お け る情報政策の 展開一

情報化の 理論 と施策 』 と題す る報 告書 に よれ ば ，

「情報政策 と い う言 葉は お も に 自治体レ ベ ル で の

情報化 政策を総称 す る場合 に 用 い られ る傾向に あ

る。（中略〉各省庁が それ ぞれ の 所管領域 との 関

連 の なか で推進す る情報化政策に加 えて ，通信政

策や放送政策，あ るい は情報産業政策や 技術開発

政策な ど， 社会全体 にわた る情報化対応 を総合的

に くくる概念は十分に認識 されて い る とは言えな

い だろ う」 （同報告書p．8 参照） として い る。

　しか し， 濱田純
一は 「情報政 策の 概念 に は

， 電

気通信政策や コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン 政策の 内容を含

む広 い 射程で 観念 すべ きで ある」 として ，従来 の

情報 シ ス テ ム に 関す る政策や情報産業に関す る政

策 などに 限定 しない ほ うが よい とい う意見を述べ

て い る o
。

　本稿で も濱田 と中村の 定義を採用 し， 情報政策

をで きるだけ広い 概念で 捉え る こ とに した い 。 と

い うの は ， 第一
にイ ン ターネ ッ トの 普及 によっ て

コ ン ピ ュ
ータ政策 と電気通信政策 と は い よい よ分

離で きな い もの に な っ た
， 第二 に ITが 個人 レ ベ ル

に 浸透 して い くに つ れ て 情報政策の 課題は従来の

産業 中心 の もの か ら社会全体に関わ る も の へ とま

す ます広範囲に 及び他の 諸政策 との 連携が 不可欠

に な っ て い る，た め で あ る。

　た だ し，こ こ で は経済産業省の 過去の 情報政策

を中心に 論 じる とい う限定か ら，結果 として 産業

政策 ， 経済政策 ， 技術政策 ， 通商政策に焦点を当

てて い る。

2．2　情報政策史の 分析視点

　次に情報政策史を分析す る視点に つ い て 触れ て

お こ う。

　経 済産 業 省 は 情報 政 策 の 変遷 を ，  第 1期

（1960年代一1980年代前半） ：国産 コ ン ピ ュ
ータ

開発の 推進，  第2期 （1980 年代後半一1990 年代

前半） ： 高度情報化の 推進 と通商交渉の展開， 

第3期 （1990年代後半一2000 年） ： 電子商取引の

本格化，  第4期 （2001年以降） ：e−Japan戦略

の 推進 ，
の 4 つ の 時期に 区分 して い る cz）

。

　これ は
， 政策立案 ・実施主体で ある経済産業省

の ビ ジ ョ ン や主要な政策課題 の 変遷 を示すた め に

は 妥当な時代区分 とい え るだ ろ う。しか し，今後

の情報政策に 関わ る議論の ペ ース に な りうる とい

う本稿の 日的に照 らし合わせ るならば， や や問題

が ある よ うに 思 わ れ る 。 と い うの は ，第
一に

2001 年以降 の 経済産業省 の 役割 の 変化が 把握 し

づ らい うえ，第二 に政策評価の 視点が欠 けて い る

ためで ある。

　2001 年の 中央省庁 再編 は， 1868 年 の 明 治維

新 ，
1945 年の 終戦 に続 く大規模 なもの で ，改革の

柱 は内閣の 権限 と機能の 強化 にあ っ だ
3〕。戦前の

日本 は 「官僚政治」 と呼ばれた ほ ど行政主 導だ っ

たが ，
こ の ような傾 向は戦後 も消滅す る こ と は な

く，官僚が政 策 の 立案 ・決定過 程 で 主導権 を握 り，

予 算の執行権を もっ とい う基本 的 な構図 は 変わ ら

なか っ た 。

　と こ ろが，戦後 50年を過 ぎる頃か ら縦割行政
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の 弊害が 大 きな問題 とな り，
2001 年に省庁の 統

合 ・再編 とい う抜本的な行政改革が行われ た とい

う経緯 を た ど っ て い る 。 内閣法 の 改正 に よ っ て ，

内閣総理大 臣の発議権が 明確に 定め られ ， 内閣官

房 の 機能が強化 され，そ して総理 大臣を長 とす る

内閣府が新設 された。同時に
， 国家行政組織法の

改正に よ っ て ，各省庁の 大臣の 下に 副大臣 ・大臣

政務官が置かれた。これ らは い ずれ も，内閣主導

（す なわ ち政治主 導）体制 へ の 移行 を明確 に 意図

した もの で あ る 。

　行政改革の も うひ とつ の 柱は政策評価制度 の 導

入 で あ る 。
こ れ は

，
1997 年に橋本 内閣の 行政改

革会議が 提出 した最終報告 に端 を発 し ，
2001 年

の 省庁再編 と同時に 導人 され た 。 そ して
，
2002

年 4月 に 「行政機関が 行 う政策 の 評価 に関す る法

律」 が施行され た こ とで ，法的な裏づ けと強制力

をもつ 制度 に な っ た 。 経済産業省の情報政策にお

い て もすで に， リア ル ワ ール ド・コ ン ピ ュ
ー

テ ィ

ン グや ソ フ トウ ェ ア構造化 プロ グラ ム な ど 1990

年代の 先端技術開発の 国家プ ロ ジ ェ ク トに対す る

評価が実施 され，その 結果が 公表 されて い る。

　以上 の 経緯を踏 まえる と ， 第
一

の 問題に対 して

は ，通商産業省時代 と経済産業省に な っ て か らは

明確 に分 けて 考 える必要が あ るだ ろ う。 通商産業

省 は情報政策の 中心 とな る官庁 と位置づ けられて

い た 。 そ して，こ の 時代の 情報政策史は，国産 コ

ン ピ ュ
ー

タ産 業の 成長 を導い た 「通産省モ デ ル 」

と呼ばれ る産業政策の確立 とそ の崩壊の 過程 とし

て 捉え る こ とが で き る 。

一
方，2001 年以降は情

報政策の 全 体的な青写真を描 く機能は 内閣府 に移

り，総務省や経済産業省 をは じ め として 各省庁が

連携 して情報政策 を担当す る時代 へ と変わ っ た。

　また，第二 の 問題 に対 して は
， 政策 の 立案 ・実

施 だ け で な く評価 ま で を視野に 人 れた情報政策史

の 記述が 求め られる。そ の ため に は ，官庁の 情報

政策担当者の 視点だ け で はな く，官庁の 外部で 政

策形成に影響を与 えた者，さ らに実施 された政策

の 影響を受 け た者の 視点も含め る必要が あ るだ ろ

う。

学術論文
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　そ こ で ，本稿で は 「政策 コ ミュ ニ テ ィ 」 すなわ

ち政 策形成過 程に参加 して その 立案 ・実施 に影響

を及ぼす人々 の 存在 に注意を払い っ っ
， 経済産 業

省の ビ ジ ョ ン や政策課題の歴史で は な く， 1司省 と

情報産業 との 相互作用の歴史とい う視点か ら日本

の 情報政策史を整理 ・分析する 。

　なお ，
こ こ で い う相互作用 とは，政策の 立 案過

程 に産業動向が どれ ほ ど反映 され た の か ， また産

業の 発展 に 政 策は どの よ うな影響 を与えた か ，と

い う関連分析の 視点 をもつ こ とを指 して い る。

3 ．経済産業省の 情報政策の変遷

3．1 情報政策史の 時代区分

　日本の情報政策史を以下の 5 つ の 時期 に 区分す

る こ とを提案 した い
。

・第 1期 （1954 −1968年） ：情報政策の 形成期

・第 2期 （1969 −1981 年） ：情報産業政策の 「通

　 産省モ デル 」 確立期

・第 3期 （1982 −1992年） ： 凵米通商摩擦下で の

　 国家プ ロ ジ ェ ク ト遂行期

・第 4期 （1993 −2000 年）　 「通 産 省モ デ ル 」 崩

　 壊に伴 う政策転換期

・第 5期 （2001 年以 降）

　 間連携モ デ ル 構築期

：情報政策 に お け る省庁

　前述の 経済産業省に よ る時代区分 と異 な る の

は，（1）情報政策の 開始 を1954年 と した，（2＞通商

政策 が 重要 に な っ て い く節 目 の 年を 1982 年 と し

た ， （3）1993 年 に通商産業省 内部で 情報政 策の 転

換が 起 こ っ た と考 えた
，

の 3 点で ある。

　そ う考 えた理 由に つ い て は，以下，各時期 の 政

策を振 り返 りつ つ 説明を加 えて い きた い 。

3．2　’1青報政策の 形成期 ； 1954 −1968 年

　第 1期は
， 日本で コ ン ピ ュ

ー
タ の 開発が始 ま っ

て か ら，電子 T．業振興政策 の 環 として 情報産業

の 振興政策 に 着手す る まで の 期間 で あ る 。
1954
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年は，通商産業省工業技術 院電気試験所 の中 に

「電子部」 が設置 され た 年で ある。これを契機 と

して 情報技術政策が始 ま っ た と考 え られ る 。

　確か に 通商産業省本省で 膺報分野 の 産業政策が

本格化す る の は 1960 年代 に な っ て か らだ っ た 。

しか し， それ以前 に電気試験所が 担 っ た技術政策

の役割は無視す る こ とが で きな い 。

　青木 （2000 ）は ， 通商産 業省工 業技術院電気

試験所 （1970年7月に電子技術総合研究所に改組 ，

2001年4月に独立行政法人産業総合研究所に組織

変更） と日本電信電話公社電気 通信研究所 の 1っ

の 国立研究機関が ， 国産 コ ン ピ ュ
ー

タの 商用化 に

大 きな役割 を果た し た こ とを指摘 して い る。

　第二 次 世界大戦中 に レ
ーダーや コ ン ピ ュ

ータの

電子技術が 急速 に進歩 した イギ リス や ア メ リカ と

比 べ る と，凵本の 技術 レ ベ ル に は格段の 差が あっ

た 。 日本 電 信 電 話 公 社 電 気 通 信 研 究 所 は

「MUSASINO （む さ しの 〉」 とい うプ ロ ジ ェ ク ト

名称で ，日本独 自の パ ラメ トロ ン 式 コ ン ピ ュ
ータ

の技術開発に力を注 い だ。
一

方，電気試験所 は い

ち早 くトラ ン ジ ス タ式 コ ン ピ ュ
ー

タ の 開発に着手

した。 コ ン ビ ：・・
一

タ市場で は そ の 後，パ ラメ トロ

ン が 消滅 し，
トラ ン ジ ス タが 主 流 とな っ て い くの

で ，電気試験 所 が初期の コ ン ピ ュ
ー

タ開発に果た

した役割は と くに 大き い とい え る だ ろ う、

　しか も 、
1950 年代 は こ れ らの 国立研究機関が

中心 となっ て 産官学連携の コ ン ピ ュ
ータ開発が行

われた 。
っ ま り， 後に コ ン ピ ュ

ータメ ーカ ーとし

て成長 す る企業へ の 技術移転が行わ れた 才）け で ，

研究 レ ベ ル で は な く商用化を意識 した情報技術政

策が こ の 時点 に 開始 された とみなす理由は こ こ に

ある。

　 1957年6月 ll日 に は 「電子コ業 臨時措置法 （以

下，電振法 と略す ）」 が施 行 され ， そ の 2 ヵ 月 後

の 8月 1日 に は 重工 業局 に 「電子工 業課 」 の 設置

に よ っ て本格的 な電子 工 業振興 が ス タ
ー ト し た 。

い ずれ も国産 コ ン ピ ュ
ー

タの 育成 を意識 した もの

で ある。

　そ して 1960年代に人 る と、矢継ぎ早に情報産

業政策が 立案 ・実施 され て い く。
1960 年 10月 に

は 「電子計算機国産化 5 ヵ 年計画 」 を 実施 し
，

1961 年 8月に は コ ン ピ ュ
ータ専 門 レ ン タ ル 会社

「
日本電子計算機株式会社 （以下 ，

JECC と略す）」

を設立 した。

　 1962年 には富士通 ・沖電気 ・
日本電気 の 3社

に よる
「電子計算機技術研究組合 」 を結成 し，鉱

工業技術試験研究補助金制度に よ り3億 5000万円

の 交 付 金 を受 けて
， 超 高 性 能 電 子 計 算 機

「FONTAC （Fujitsu−Oki −Nippondenki −Triple−

Allied　Computer ）」 プロ ジ ェ ク トを開始 した 。

1964 年 4 月に IBM が 汎用 コ ン ピ ュ
ータ 「シ ス テ

ム ／360」 を全世界で 発表す る と， 通産省は 1966

年 に対抗機開発を 目的 と した 大型 プ ロ ジ ェ ク ト

「超高性能電子 計算機 」 を ス タ
ー

トさせ
，

IBM キ

ャ ッ チア ッ プ体制の確 立が強 く意識され るよ うに

な る。

　第 1期の 情報政策は ， 1960年代前半 まで は ， 研

究者や技術者が中心 とな り，産官学連携 に よる国

産 コ ン ピ ュ
ー

タ開発が進め られ た こ とに 特徴が あ

っ た 。 し か し
，

1960 年代後半に な る と，国立研

究機関や大学の コ ン ピ ュ
ータ技術が民間企業に移

転 し，企 業の 技術力が向 上 した結果，官民連携へ

と移行す る。

3．3 　情報産業政策の 「通産省モ デ ル 」 確立期 ：

1969 −1981 年

　第 2期 は
， 官民連携 に よ っ て 口本の コ ン ピ ュ

ー

タ産業が急成長 を遂 げ， 通商産業省の 情報産業政

策が最 も成果を上 げた期間で あ る。 1969年は 日

本の情報政策 に とっ て 重要な出来事が 相次い だ年

とな っ た、まず，産業構造審議会 （以下，産構審）

答 中で 「口本が情報社会 へ の 扉を開 く」 こ とを宣

言 した 。
こ れが情報政策に つ い て 触れ た 最初の産

構審答申で ある 。 答申を受ける形で ， 通 商産業省

重工 業局 の 中に 「電子政策課 」 が 誕生 した。また，

今 凵に 至 るまで 発展的に継続 され て い る情報処理

技術者試験が 開始 された の も 1969年で あ る。そ

して，同年には 自民党の 中に情報産業振興議員連
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盟が 発足 し， 政策過程 に大 きな影響 を及 ぼす政策

コ ミ ュ ニ テ ィ の
一

角を占め る ように なっ た 。

　1970 年に は ソ フ トウ ェ ア 産業の 振興策 も次々

と登場 した。 1970 年 5 月22 日 に 「
情報処理振興

事業協会に 関す る法律 （略称 ：情振法 また は IPA

法）」 が交付 され，7月lH に施行 ， 同時 に情報処

理振興課が発足 した。（同法 は 1985年 に 「情報処

理の促進 に 関する法律 （略称 ：情促法）」 と改め

られ た ）。 情報処理振興事業協会 （独立 行政法人

情報処理推進機構の 前身 ， 以下 い ずれ もIPA） と

ソ フ トウ ェ ア ソ フ トウ ェ ア産業振興協会の 2 つ の

業界団体が 設立 され て い る 。

　1971 年4月の 「特定定電子 【1業お よ び特定機械

工 業振興臨時法 （略称 ， 機電法）」 施行，1972 年

の 電子計算機等開発促進費補助金制度 の 創設を経

て ，1975年に コ ン ピ ュ
ー

タ の 資本 ・輸入 の 完全

自由化 に 踏み切 っ た 。 また ，それ と引 き換 えに

1976年 に は 「超 LSI技術研究組合」 を発足 させ る

など， 自由化 と引き換 え に コ ン ピ ュ
ー

タメ
ー

カ
ー

6社 （富士通，日立製作所，日本電気，東芝，三

菱電機，沖電気工業）を中心に 国産機開発 へ の補

助金を増や し ， 共 同研 究組合方式 に よる技術 開発

を推進 さ せ た 。1970 年代後半 に は ，共同 シ ス テ

ム 開発 の設立や汎用 プロ グラ ム 準備金制度の 設置

な ど，ソ フ トウ ェ ア政策 もさ らに強化 され た。

　 こ の 時期に電電公社は，国産 コ ン ビ ；t・一タメ
ー

カーか ら人規模な調達 を行 うこ とで ，メーカーの

コ ン ピ ュ
ー

タ開発 を技術 と資金の 両面か ら支援す

る役割を果た した 。 また，それだ けで な く， 通商

産業省の 超 LSIプ ロ ジ ェ ク ト と並 行 して 電電公 社

内部で も超 LSI開発 プ ロ ジ ェ ク トを実行 した こ と

で ，通産省 プ ロ ジ ェ ク トに相乗効果を もた らす な

ど，通産省の 情報政策に深 く関与 して い る。

　第 1期 と第2期 の 情報政 策は，ハ
ー

ドウ ェ ア ，

ソフ トウェ ア，レ ン タル販売，技術者育成，国産

機優遇 な ど，産業政策と技術政 策を
一
体化させた

包括的 なパ ッ ケージ とな っ て い る点に 特徴 が あ

る 。
こ の 期間に 目本 の コ ン ピ ュ

ー
タ産業が 急成長

を遂 げた こ とか ら， こ の 包 括的政 策 は 海 外 か ら

学術論文
一
情報政策史 の 峙代区分 に 関す る提案

「MITIモ デル （以下，通産省モ デル ）」 として注

日された 。

　
「通産省 モ デル 」 を支 えた の は

， 政官業 トライ

ア ン グル の 強力な政策 コ ミュ ニ テ ィ だ っ た。すで

に 述べ た とお り，

「政 」 は 自民党 の 情報産業議員

連盟で あ り，
「官 」 は通商産業省電子政策課 （現

在の 情報政策課）を中心 とす る情報政策担当グル

ープで あ る。
「
業」 は富士 通 ・日立 製作所 ・東

芝 ・三 菱電機 ・沖電気工 業の コ ン ピ ュ
ー

タメ
ー

カ

ー大手 6社で ，こ れ らの 会社の コ ン ピ ュ
ータ事業

部門内に は通商産業省 との 渉外担当 が置 かれ た 。

さら に，官民連携の パ イプ役を果た す重要な中間

組織 と して
，

「官 」 側 に は 通商産業省管轄の 業界

団体，「業」 側に は 経団連 が 存在 した。

　 こ れらの メ ン バ ーで 構成 され た政策 コ ミュ ニ テ

ィ内部で は， コ ン ピ ュ
ータ市場で 圧倒的なシ ェ ア

を 占めて い たIBM へ の キ ャ ッ チ ア ッ プ とい う目標

が 共有され，日本の 庸報産業は急成長を果た した 。

3．4　 日米通商摩擦下 で の 国 家プロ ジェ ク ト遂行

期 ： 1982 −1992 年

　第 1期 と第2期が 情報産業の 振興 に 重 点が あ っ

た の に 対 し，第3期 は通 商政策 と りわ け 日米 ハ イ

テ ク摩擦へ の 対策が 中心 とな っ た期間で あ る、

　第 2期最後の 1981 年 に は，1980 年代 の ．i三要政

策を網羅 した 重要な産構審答申が発表され て い

る。同答 申は 「キ ャ ッ チ ア ッ プ時代が終 り，日本

が独 自の 技術開発を推進する時代に な っ た 」 とし

て ，第5世代 コ ン ピ ュ
ータ プ ロ ジ ェ ク トな どの 重

要性 を強調 し た。また， 1981 年 は ，日本 の コ ン

ピ ュ
ー

タ産業 で は じめ て 国産製品の 輸出か ら外国

製 品 の輸入 を上 回っ た年で もあ る。こ の 年を境 に

日本は コ ン ピ ュ
ータで も輸出国 へ と変わ りつ つ あ

っ た。

　 とこ ろが， 1982 年 6 月に IBM 産業 ス パ イ事件

が発 生 し，国産 コ ン ピ ュ
ー

タ産業の 振興政策は大

きな曲が り角を迎える こ と にな る。半導体 を は じ

め として ，
ス
ーパ ー

コ ン ピ ；t・一タや電気 通信をめ

ぐっ て も口米摩擦が起 こ り，通 商産業省 に とっ て
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通商政策 は もっ とも緊急か つ 重要 な課題 とな っ

た 。
1982年を第3期の始 ま る節 目の 年で ある と位

置づ けた理由は こ こ に ある。

　そ の た め ，
1981 年 の 産 構 審答 申が 提示 し た

1980 年代の 情報化 ビ ジ ョ ン の 実践 は 当初か ら矛

盾を抱えた もの に な らざる を えなか っ た 。同答 申

で は 「1980 年代 に は第二 次情報化 すなわ ち情報

化が社会全般 に広 く浸透 して い く新局而 に入 る」

と指摘 し，日本は 「技術立 国」 に 続い て 「情報立

国」 にな る こ とをめざす とい う主張を展開して い

た．そ して ， 情報政策 の 手法は 第2期の成功 を導

い た 「通産省 モ デ ル 」 を基本的 に 踏襲 し ， 大型 の

国家 プロ ジ ェ ク トを実施す る こ と で
，

コ ン ピ ュ
ー

タ メ ーカ ー6社 を中心 とす る サ プ ラ イサ イ ドへ の

助成 を さ らに大規摸か つ 長期 にわた っ て 展開 しよ

うと した。 しか し， 1980年代半ば に な る と国家

プ ロ ジ ェ ク トへ の 外資系企業の 参加 を認め るな

ど，米国に配慮 した 対応 に変化 して い っ た 。

　通 商産業省 は，世界に先が け て 開発す べ きだ と

した先端技術の うち ，
ス ーパ ー コ ン ピ ュ

ータに つ

い て は 1981年度か ら1989 年度 ま で の 9年 間に わ

た っ て大型プロ ジ ェ ク ト
「科学技術用高速計算 シ

ス テ ム 」 を実施 した 。 第5世代 コ ン ピ ュ
ー

タ に つ

い て は ，1982 年度か ら1991年度まで の 10年計画

で開始 し ，
1年延長 した 。さ ら に 2 年間の成果普

及 プ ロ ジ ェ ク トを追加 した の で ， 全 体で 13年間

に及ん だ。また，大型 プU ジ ェ ク トと並行 して 同

じ 9年間に 次世代産業基盤技術 開発制度の
一

環 と

して 「新機能素子 」 の研究開発も行われ た。い ず

れ も ，
10年前後の 長期間に 及ん だの が特徴で あ

る。 こ の 他に も， 1985年度か ら 1989年度 にか け

て実施された
「
シ グマ （Σ）」 が代表的で あるが ，

これ も ソ フ トウ ェ ア ・エ ン ジ ニ ア リ ングを対 象と

した国家 プロ ジ ェ ク トとして は最大 の規模 とな っ

た 。

　 しか し， 日米間 の ハ イ テ ク摩擦が 激 し くな り，

と りわ け
「国際化 」 が 重要 な課題 と し て 浮上 す る

1980 年代後半にな る と，国産技術の 振興 と い う

テ クノ ・ナシ ョ ナ リズム的な発想 を維持 しつ づ け

る こ とは困難にな っ て い く。 実際 通産省は 国冢

プ ロ ジ ェ ク トに 外国企業の 参加 を認め る な ど，国

際協力を前面に ア ピ ー
ル す るように な る 。

こ うな

っ て く る と
， 国産 コ ン ビ n 一タ メ ーカ ー 6 社 に と

っ て は 国家プロ ジ ェ ク トに協力す る意義が見えづ

ら くな り，
ス コ ッ ト ・

キ ャ ロ ン （Callon，　 Scott

l995 ）が指摘 する よ うに，参加企 業は い わ ばご

都合主義的に付 き合 うとい う状況が生まれた の だ

っ た 。

3．5　 「通産省モ デ ル 」 崩壊 に伴 う政策転換期 ：

1993 −2000 年

　第2期 に確立 し た 「通産省モ デル 」 は
， 第 3期

を通 じ て そ の効力が急速 に 弱 まっ て い っ た 。 そ し

て
，

い よい よそれが 崩壊 に至 り，情報政策 の 手法

転換 を迫 られ た の が第4期で あ る。こ の 時期 にIT

市場の 起 こ っ た 急激 な変化，すなわ ちオープ ン シ

ス テ ム
， ダウ ン サイ ジ ン グ， イ ン タ ーネ ッ トの 普

及に 日本の コ ン ピ ュ
ー

タ企業は対応で きず，競争

力を大 き く低下させ た。

　 1992 年 12月，産構審情報産業部会の 基本政策

小委員会 （委員長 ：今井賢
一 ・

ス タ ン フ ォ
ード大

学教授）は，IT市場の 急激 な変化を踏まえ て
「
緊

急提 言 ； ソ フ トウェ ア新時代 」 を発表 し，ハ
ー ド

ウ ェ ア重視 の 従来 の 方針を早急に 改め ， 情報産業

の 構造 転換 を促すべ きだ と論 じた 。
ユ ーザーに近

い ソ フ トウ ェ ア業界が抱 い た危機感は こ の提言に

明確に表れ て い る 。

　こ の 答申が ひ とつ の き っ か け とな っ て
， 通商産

業省は， コ ン ピ ュ
ー

タメ
ー

カ
ー6社 を中心 とす る

供 給サ イ ドへ の 助成 を減 ら し，代 わ っ て CALS

（Commerce 　at　light　speed ）を通 じて利川 サ イ

ドへ の 助成を増加 させ る とい う方法 で ，情報政策

の 手法 を大 き く転換 させ た 、こ の よ うな政策転換

が明確 にな っ た の が第 4期 の 始 ま りの 年す なわ ち

1993年で あ る。

　1993 年は ま た
， 米国で は ク リ ン ト ン 政権 ， 日

本で は細川政権が それ ぞれ誕生 した年で もあ る。

米国で は ビル ・クリン トン と副大統領 の ア ル バ ー

52

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Association for Social Informatics

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Assooiation 　for 　Sooial 　工nformatios

ト ・ゴ ァ が，高速通信ネ ッ トワ ーク の 情報イ ン フ

ラを構築す る
「情報ス

ーパ ー
ハ イ ウ ェ イ （NII ：

全 米情報基盤）構想」 を推進 した 。 米国 の情報政

策は，伝統的に国防総省が調達 を通 じて先端技術

開発を促進 させ る とい う技術政策が主流 を占め て

い たが，ク リン ト ン 政権 に な っ て か ら は
， イ ン タ

ー
ネ ッ トの 普及促 進 とそれ に対応 した国際的な制

度整備 な ど
，

イ ン フ ラ や ル ー
ル の 基盤整備に も力

を注 ぐように な っ た e 日本の コ ン ピ ュ
ータ産業 に

とっ て み る と，米国主導で IT市場で の 競争 ル
ー

ル

が大 き く変わ っ た こ とにな る。

　通産省がイ ン ターネ ッ トに着 目した の は 1990

年代初期だ っ た 。 当時，電 ．f政策課が 考 えて い た

こ とは ， （1｝学術研究用イ ン タ
ー

ネ ッ トの バ ッ ク

ボー ン 整備，（2）バ ッ クボー
ン の トラ フ ィ ッ クを

エ ク ス チ ェ ン ジ す るJIX （ジ ャ パ ン ・イ ン ターネ

ッ ト ・エ ク ス チ ェ ン ジ） の 整備 の 二 つ だ っ た
。

1993 年に は
， ア メ リカ の 情報 ス ーパ ーハ イ ウ ェ

イ構想 の 影響 を受 けて ，国の イ ン フ ラ となる ソ フ

トウ ェ ア や ネ ッ トワ
ー

クに公共 投資す べ きだ とい

う 「新社会資本 」 の 議論を展開 した，

　い わ ば， 通商産業省は 日本にお けるイ ン タ
ー

ネ

ッ トの 普及を リードした わ けだ が，そ の
一

方で 国

の調達基準に も指定 して い た OSIを無視す るわ け

に は い か な い とい うジ レ ン マ を抱え て い た。政策

担当者 はTCPIIP が OSI に取 っ て代 わ る と十分予 想

して い た に もか か わ らず ，
1993 年産構審答 申で

は まだイ ン ターネ ッ トを 「相互運用を可能に する

ひ とっ の 選択肢 」 とい う扱 い しか して い な い
。 日

本政府が公 式 に イ ン ターネ ッ トを認 め た の は ，

1998 年 に高度情報通信社会推進本 部が発表 した

基本方針に お い て だ っ た。

　そ し て
，
2000 年の 産業構造審議会情報経済部

会の答 申で，イ ン タ
ー

ネ ッ トが経済や社会に もた

らす根本的な変革に初め て 言及す る とい う経緯 を

た どっ て い る。か つ て ， チ ャ
ー

マ
ーズ ・ジ ョ ン ソ

ン （Johnson，Chalmers　1983）は 日本の 1975

年 まで の産業政策に つ い て 分析 し，変化 を先取 り

学術論文
一
情報政策史 の 時代区分 に関 す る提案

して業界を誘導す る通商産業省 を 「水先案内人 」

と評 した、しか し， 第4期 に起 こ っ たIT産業の構

造転換 に対応 した政策で は先取 りど こ ろか，大 き

な タイ ム ラグが生 じて い る。

　こ れ は
， イ ン タ

ー
ネ ッ ト時代 に 対応 す る た め

「通 産省モ デル 」 に も とつ く従来 の 情報政策 を大

き く転換 させ た こ とが
一

因 とな っ て い る 。 1995

年に は電子商取 引の 推進母体 として電子商取引推

進協議会 （ECOM ）を設立 し，イ ン ターネ ッ ト

時代の 企業活動に 関す る調査 や実証実験 を推進 し

た。また
，

1990 年代後半 には，不正 ア ク セ ス 対

策基 準の 策定 （1996 年），不 IE ア クセ ス 禁止法

（1999 年 ），プ ラ イ バ シ
ー

マ
ー

ク制度 の 創設

（1998年）など，ネッ トワ
ーク時代 に対応 した制

度面で の 基盤整備を行 っ て い る。これ らの 政策 に

見 られる最大の 特徴 は
， サ プライサ イ ドに重点 を

置 い た 「通産省モ デ ル 」 を放棄 し，デマ ン ドサ イ

ドへ の助成 を強化 し た 点に あ る
。

3．6　 情報政 策 にお け る 省庁間連携 モ デ ル 構築

期 ：2001 年以降

　2001年 1月，中央省庁の 再編に ともない ，内

閣に高度情報通信ネ ッ トワ
ー

ク社会推進戦略本部

（以 下 ， IT戦略本部）が設置 され，省庁連携時代

へ と移 りつ つ あ る．また ， 同年は 中央省庁の 再編

と並 ん で 政策評価制度の 導入が進 め られ た の は す

で に述 べ た とお りで あ る。

　ただ し，情報政策に お け るデマ ン ドサ イ ド重視

の 傾向は第5期 に入 っ て か らも基本的に 継承 され

て い る。e−Japan 戦略 と は，政府や 自治体 をは じ

め として 教育機関，医療機関な ど日本全体が ITの

活用度 を高め る情報化政策 の
一環 と見る こ とが で

きる 。 情報産業政策が後退 し，代わ っ て 情報化政

策が重視 され る よ うに な っ た こ と，望ま し い 情報

社会を構築するた め の 制度やル
ー

ル の 基盤整備 に

力が 入れ られ て い る こ とも第4期の 延長上 に あ る

とい え る だ ろう。
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4 ．日本の情報政策の 特質 と時代区分の 有用性

　本論文で は下表の とお り，経済産業省の 時代 区

分 とは 異なる区分を提案 し，それ に沿 っ て 経済産

業省 を中心 とす る情報政 策史を概観して きた。次

に，こ こか らうかが える 日本の 情報政策の 特質 を

述 べ る と同時に ， こ の 時代区分を採用 す る有用性

に つ い て も触れ てお き た い 。

表．惰報政策史の 時代区分の 比較

経済産業省の 区分 本論文提案の 区分

第 国産 コ ン ピ ュ
ータ 開発 情報政策の形成期

1 の 推進 （1954〜68 年）

期 （1960 年 代〜80年 代）

第 高度情報化 の 推進 と通 情報産業政 策の 「通産省

2 商交渉の 展開 （1980 年 モ デル 」 確 立期

期 代後半〜90年代前半） （1969〜8i年）

第 電子商取引の 本格化 日米通商摩擦下で の 国家

3 （lggo 年代 後 半 〜 プ ロ ジ ェ ク ト遂 行 期

期 200〔，年） （1982〜92 年）

第 ¢ Japan 戦 略 の 椎 進 「通産省 モ デ・レ」 崩壊 に

4 （2001年以降） 伴 う政策転換期

期 （1993〜2000 年）

第 唐報政策 にお ける省庁間

5 一一一
車携 モ デ ル構築期

期 （2001 年以 降）

　まず ，
こ の よ うな時代 区分に よ っ て ，政策 目的 と

現実に実施 され た こ ととの ギ ャ ッ プを 「月 らかに し

や す い とい う利点が ある。

　政策 目的は 1960〜70年代が
「情報産業の振興 」，

1980 〜 90年代は 「キ ャ ッ チ ァ ッ プか ら独 自技術

の 開発 へ
」 あ る い は 「高度情 報社 会の 実 現 」 ，

200年以降は e−Japan戦略推進 に よ る 「世界最先

端 の IT国家」 が掲 げられた。チャ
ー

マ
ーズ ・ジ ョ

ン ソ ン が指摘す るよ うに
「発展志向型 」 で あ り，

技術中心の 発想 に 日本の 特徴が ある とい え るだ ろ

う。

　 しか し現実 に は、「IBM産 業ス パ イ 事件の 発生

に よ っ て 国産振興を掲 げる産業政策 は転換 を余儀

な くされた 」 と証言する関係者が多数い た こ とで

もわか る とお り通 商問題の 深刻化に ともな い 政

策目的を ス トレ
ー トに実行へ 移すの は困難な事態

も生 じた こ とが わか る 。

　第二 の 利点 として 、 政策 コ ミ ュ ニ テ ィ が 果た す

役割 と問題点の 双方を把握 しやす くなる こ とが あ

げ られ る だ ろう。

　第 3期 ま で の 政策 コ ミ ュ ニ テ ィ は，通 商産 業省

電子政策課，コ ン ピ ュ
ー

タメ
ー

カ
ー6社お よびソ フ

トウ ェ ア業界団体 の 幹部会社，情報産業振興議員

運盟に よ る政官業 トライ ア ン グル だ っ た。こ れ ら

の メ ン バ ーの 意向は政策実施段階だ けで な くそ の

前の 政策形成段階にお い て も強 く反映された 。 そ

の 結果 ，官民連携 の 一貫性の ある政策が 実施 され

「通産省モ デル 」 が つ くられ たわ けで あ る 。

　 し か も，こ の よ うな ク ロ ーズ ドで 強固な結合を

特徴 とす る政策 コ ミ ュ ニ テ ィ は
， 政策 の 必要性を

担当者が 察知する まで に時間を要す る 「認知 ラグ」

を防止す る うえで大 きな効果が あ っ た。また，政

策担当者が 認知 して か ら法律化や予算の 手続きを

進 めて実際 に執行す るまで に時間 を要する
「実施

ラ グ 」 の 縮小 にも貢献 した とい え るだ ろ う。 こ れ

は政策 コ ミ ュ ニ テ ィ の 内部で 公式 ・非公式を含め

た密接な情報交換が な され た た め で あ る 。
こ の 時

期 の 通商産業省の ビ ジ ョ ン と諸政策 は 「先見的 」

で
「先導的 」 で ある と高 く評価され て きた。た と

えば第2期の超 LSIプ ロ ジ ェ ク トだ けで な く，第3期

の シ グマ プロ ジ ェ ク トで さ え，立案お よび実行開

姶の 時点で は 「ひ じ ょ うに先見的な政策 」 と高 く

評価 され た ほ どで ある。

　しか し ，第4期 で 日本の コ ン ピ ュ
ー

タ企業が競争

力を 大き く低下さ せ て し ま っ た原 因 の ひ とつ と し

て ，
IT市場の 構造変化に 関す る通商産業省 の 重大

な認 知 ラグを あげる こ とが で き るだ ろ う。こ れ

は
，メ イ ン フ レ ーム 中心 の ビジネス モ デル を攴持

して きた政 策コ ミ ュ ニ テ ィ の 要求 はタイ ム ラグが

ほ とん どな く （場合に よ っ て先回 りする ほ ど早 ⇔

認知 し政策 に反 映で き る反面 ，
パ ソ コ ン や イ ン タ
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一
ネ ッ ト市場の成長の よ うな、それ以外で 起 こ っ

て い る変化 へ の 対処が で きな い こ とを示 して い

る 。

　つ ま り，漸進的 な技術進歩は先取 りして 政策 ラ

グを生 じさせ な い が ，根本 的な技術革新や破壊 的

技術 の 普及 に は大 きな政 策ラグが 生 じた わ けで あ

る。山内康英 は，こ れ を ク レ イ トン
・ク リス テ ン

セ ン が 指摘 した 「
イ ノペ

ー
シ ョ ン の ジ レ ン マ 」 に

相 当する、情報政策の ジ レ ン マ で ある と論 じて い

る C41。閉じ られ た利害関係者の 要求は深 く汲み取

る こ とが で きて も，そ れ以外 の 要求 は 汲み取れ な

い とい うわ け で ある 。

　第 二 の 利点 と して ，政策 の ライ フ サ イ クル との

関連が把握 しやす くな る点をあげられ る 。

　政策の 立 案か ら予算 の 執行 ，政策や 具体的な施

策の実施，政策評価，政策終結と，日本の 清報政策 は

政策 ライ フ サ イ ク ル の 後 T一程 へ い くほ ど問題が 生

じて きた。た とえ ば シ グマ プ ロ ジ ェ ク トの よう

に，第 3期の 代表的な 国家プ ロ ジ ェ ク トとして 始

ま っ た に もか か わ らず，そ の 完全終結が 第 4 期の

終わ りまで延長 され たケ
ー

ス もある。

　情報 をめ ぐる 環境変化 が激 しい 現在政 策の 評

価 お よび終結の重要性は今後 ますます増 して い く

だ ろ う。 そ の た め に も ，時代 区分 を また が っ て 実

施 さ れ た 政策 に っ い て は と くに そ の 評価 と終結の

意義を考察す る 必要があ る と考え られ る。

5．終わ りに

最後 に 今後の 情報政策 に つ い て は 政策 サ イ ク

ル の 後工 程を と りわ け重視 し政 策評価 を充実 さ

せ る必要が ある 点を指摘 して お きた い 。

　そ の 意味で も2001 年 の 行政改革で 政策評価制

度が 導入 され た意義 は 大 き い とい うこ とが で き

る。た だし、既存の 政策 手法 を継続 した ま ま評価

制度を導入 して も，また新た な利害関係 を発生 さ

せ るだ けで終わ っ て しま う逆機能 の懸念 が ある。

ビジ ョ ン行政に 代表され る誘導的手法 や、製造業

の 業界 リ
ーダー

を中心 とする助成的手法白体 をも

学術論文
一
情報政策史の 時代区分 に 関す る提案

はや終結させ るべ きだ ろ う、，

　政策評価が も っ とも重要で あ る理 由は、外部環

境 の 変化 へ の 対応 ラ グを縮小 さ せ
、 政策の 見直

し ・再設計 ・打ち切 りを迅速 に行 うこ とに ある。

そ の た め に は、固定的な利害関係 を で きるだ け廃

して 、 政策過程の透明度を高 め る必要が ある。

　もうひ とつ 重要で あるの は
， 行政主導か ら政治

主導へ とい う2001 年の 行政改革の 目的を時間は

か か るだ ろ うが，で き るだ け前進 させ て い くこ と

だ ろ う。現実は まだ，政策の 企画 ・立案で リーダ

ー
シ ッ プを発揮 して い るの は中央省庁で あ る。し

か し，もはやか つ て の ような 「通産省モ デル 」 は

機能 しな くな っ て い る 。 それ に代 わ る新た な政策

コ ミ ュ ニ テ ィ は ，オープン か つ 緩やか な連携 を軸

として 政策課題に よ っ て ア ドホ ッ ク に形成され る

の が 望 ま し い よ うに思われ る
。
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